
【改定】白井市耐震改修促進計画の概要 
 
○見直しの背景と必要性について 

大規模な地震はいつどこで発生してもおかしくありません。市ではこれまで前計画に基づ

き、市内の既存建築物の耐震診断や耐震改修などの耐震化施策を総合的に進め、耐震化率は

向上したものの、未だ耐震化が必要な既存建築物は数多く残っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市は県と相互に連携を図り耐震化の施策を推進し、地震による建築物の被害を最小限に留

め、市民の安全を確保していくため千葉県耐震改修促進計画の改定に合わせ、所要の見直し

を行いました。 

○主な改正内容 

 ・想定される被害及び耐震化の現状 

（1）想定される地震の規模及び被害状況 

項目（抜粋） （改定後） （前計画） 

想定震度（市全域） 震度６弱から６強 震度６強 

建物全半壊棟数 ２，１３９棟 ５，３２４棟 

 （2）耐震化の状況 

項目（抜粋） （改定後） （前計画） 

住宅 耐震化率 約９２％ 約８８％ 

特定建築物耐震化率 約９６％ 

（市有特定建築物は１００％） 

約９２％ 

（市有特定建築物は約 97％） 

主な市有建築物耐震化率 約９５％ 約８９％ 

 ・目標値 

項目（抜粋） （改定後） （前計画） 

目標年度・住宅耐震化率 令和７年度に９５％ 令和２年度に９５％ 

特定建築物の耐震化率 耐震化率の向上 ９５％ 

市有建築物 整備方針 速やかに耐震診断を行い、結果の

公表に取組む。小規模な建築物

は、速やかな耐震化の方針及び整

備目標を決定する。 

耐震化の方針の方針を決定し、

その方針により耐震化を図る。

整備目標 令和 7年度末までにおおむね完了 特になし 
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大規模な地震の発生 

H28 年 熊本地震 

H30 年 大阪北部地震 

    北海道胆振東部地震 

法令等の改正 

H31 年 耐震改修促進法施行令改正 

R 2 年 白井市地域防災計画修正 

R 4 年 千葉県耐震改修促進計画改定 

大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況との認識のさらなる広がり 

より一層の建築物の耐震化の促進、建築物被害の軽減が必要 


